
秋田県における行財政改革
の取組について

平成２５年１１月２０日

次期行財政改革大綱の策定に係る全県意見交換会
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１ 行財政改革の取組（平成１１年度～２１年度）

秋 田 県

行 政 改 革 大 綱

（H11～H13）

第 ２ 期 行 政 改 革

推 進 プ ロ グ ラ ム

（H14～H16）

新 行 財 政 改 革

推 進 プ ロ グ ラ ム

（H17～H19）

第４期行財政改革

推 進 プ ロ グ ラ ム

（H20～H21）

 将来に向けて持続可能な財政基盤の確立

 行政運営システムの全面的見直しによるスリムで効率的な行政
の実現

 分権型社会における県の役割の再構築と県民との協働の促進

 民間との協働による地域の自立促進

 地方分権時代の行政運営の確立

 持続可能な財政基盤の確立

 競争力ある地域社会づくりに向けたシステムの整備

 県民との協働による県政の推進

 時代の変化に柔軟に対応できる行財政システムの確立

 公正で透明性の高い行政の推進

〈 テ ー マ 等 〉



Ⅰ 市町村・民間との協働や連携
Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上
Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備
Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進
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２ 行財政改革の取組（平成２２年度～２５年度）

• 新行財政改革大綱（平成２２～２５年度）

〈テーマ〉

 行政コストを削減する「量の改革」と、行政サービスの向上に
より県民の満足度を高める「質の改革」を目指して、次の４つ
のテーマにより策定。

3

３ 新行財政改革大綱のテーマ

Ⅰ 市町村・民間との協働や連携

○ 市町村との協働、連携の推進
・ 秋田県・市町村協働政策会議の設置・運営、市町村との機能合体等

の推進

○ 市町村・民間との役割分担
・ 権限移譲、県有施設の譲渡、アウトソーシングの推進

○ 多様な主体との協働の推進
・ 協働を推進するための環境整備、協働を支える人材の育成

○ 秋田の元気づくりのための県民参加の推進と情報発信
・ 県民との対話の推進、県民参加の仕組みづくり、情報発信
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３ 新行財政改革大綱のテーマ

Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上

○ 職員の能力向上と意識改革
・ 研修の見直し、専門性を持った職員の計画的育成、地域貢献活動

への参加の促進、人事評価制度の見直し

○ 不断の業務改善の推進
・ 業務全般にわたる改善、ＩＴの活用、政策評価制度全般の見直し

○ 県民の利便性の向上
・ 規制の廃止・緩和、行政手続の簡素化、電子自治体の推進、県有地・県有

施設の有効活用、公共施設の利用拡大とサービス改善の推進

○ 県政運営の公正の確保と透明性の向上
・ 適正な公共調達、職員の再就職に関する透明性の確保
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３ 新行財政改革大綱のテーマ

Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備

○ 職員数の見直し
・ 職員数の見直し、出資法人等への関与の縮小

○ 知事部局の組織の再編・見直し
・ 本庁組織全体の再編、地域振興局組織の見直し

○ 知事部局以外の機関の改革
・ 教育委員会の改革、警察本部の改革、行政委員会委員報酬のあり

方の検討、議会事務局のサポート機能の強化

○ 地方独立行政法人の経営改善
・ 新たな地方独立行政法人の設立、地方独立行政法人の経営改善に

向けた取組の推進
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３ 新行財政改革大綱のテーマ

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進

○ 秋田の発展につながる政策経費の確保
・ 重点施策への配分額の確保、市町村等の自主性を活かした事業へ

の財政支援

○ 歳出の見直し
・ 人件費、県単独補助金、公共投資、経常的経費、プライマリーバラン

スの黒字確保

○ 歳入の確保
・ 県税、税外未収金、未利用資産の処分、使用料・手数料、企業広告、

地方交付税、基金

○ 第三セクターの経営の合理化・効率化の推進
・ 整理合理化、経営評価の実施と経営健全化

 横手市と平鹿地域振興局との包括的な機能合体スタート（平成23年度～ ）
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅰ 市町村・民間との協働や連携①

機能合体

〔横手市〕 〔平鹿地域振興局〕

事務移管

類似事業の連携実施

執務体制の一体化・

共同化 など

ワンフロア化の推進

観光分野

商工分野

農林分野

建設分野

県と市の機能合体



 分野別の機能合体の取組も10分野に
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅰ 市町村・民間との協働や連携②

機能合体

電 子 入 札
シ ス テ ム の
共 同 利 用

観 光 振 興
消費生活相談

生活排水処理
の広域共同化

道路維持管理

職 員 研 修

秋 田 内 陸
活 性 化 本 部

地 方 税
徴 収 対 策

事 務 所 の
相 互 利 用

Ｗ Ｅ Ｂ 会 議
シ ス テ ム

 3年間（H22～H24）で400件を超える事業

9

４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅰ 市町村・民間との協働や連携③

ＮＰＯ等との協働
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【県とNPO等との協働件数】

実績 目標

（年度）

地域の力を高め、豊かで暮らしやすい地域社

会の形成に向け、様々な主体との協働が県内

各地で展開。

（件）
（累計）



 国内各分野のトップレベルの講師による講演会の実施
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上①

職員の意識改革①
県政の重要課題
に対する職員の
知識の深まり、
見識の高まり

「結果を出して定時で帰るマネジメント術」（株式会社ワーク・ライフバランス）

「潜在能力を引き出すマネジメント」（清水隆一コーチングカレッジ株式会社）

「地域観光とマーケティング」（公益財団法人日本交通公社）

「震災復興と秋田の活路」（日本政策投資銀行）

「良い仕事」（トヨタ自動車東日本株式会社）

「財政の現状と課題」（財務省北陸財務局）

など

 意識・知識・見識とも日本一の職員を

育成するため、主査級職員を対象と

するおよそ４か月間の集中的な研修

を実施

11

４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上②

職員の意識改革②
「意識・知識・見識」実践研修

～研修内容（平成２５年度）～

１ 講義
・政策事例紹介
・政策データの収集、分析方法
・マトリックス分析、ＳＷＯＴ分析等による

政策形成手法
・政策立案に向けた問題解決方法
・プレゼンテーションの方法 ほか

２ 現地調査等
・県内の現状把握や課題発見のため、
チームごとに現地調査やアンケート調査
等を行う。

３ チーム研究（自主研修）
・チームで自主的に研究を行う。

４ プレゼンテーション
・知事に対して政策案を発表する。

【発表テーマ（平成２５年度）】

• 雇用５０００への架け橋

• つながる「あなた」と秋田県

～選ばれる観光地を目指して～

• 心のバリアフリー教育の充実

• 理想の子ども数をもつために！



 「指定管理者制度の運用に係るガイドラ

イン」を策定し、指定管理者による経営

努力の発揮が促されるよう、制度の運

用を改善

 指定管理者制度を導入している施設の

管理運営状況等の評価、公表を実施
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅱ 職員の意識改革とサービス向上③

サービス向上

76.7

79.8

82.8

86.0

79.0
80.0

81.0

70

75

80

85

90

H20
（参考）

H22 H23 H24

【公共施設顧客満足度】

実績 目標

（年度）

（％）

 知事公室、総務企画部及び学術国際部を総務部及び企画振興部への再編に
よる組織のスリム化

 喫緊の課題に迅速、かつ、的確に対応するため、観光文化スポーツ部を設置
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備①

組織の見直し①

平成２１年度

知事公室

総務企画部

学術国際部

健康福祉部

生活環境文化部

農林水産部

産業経済労働部

建設交通部

出納局

平成２２年度

総務部

企画振興部

健康福祉部

生活環境部

農林水産部

産業労働部

建設交通部

出納局

平成２４年度

総務部

企画振興部

観光文化スポーツ部

健康福祉部

生活環境部

農林水産部

産業労働部

建設部

出納局



 太平療育園と小児療育センターを再編統合し、社会福祉の分野では全国初と
なる地方独立行政法人秋田県立療育機構を設置
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備②

組織の見直し②

名 称 施 設 の 種 別

太平療育園
肢体不自由児施設

病院

小児療育センター

心身障害児総合通園センター
・肢体不自由児通園
・知的障害児通園
・難聴幼児通園

有床診療所
発達障害者支援センター

秋田県立療育機構
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

職員数の見直し

3,761人（平成21年4月1日現在） → 3,314人（平成25年4月1日現在）

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

4,457 
4,359 

4,272 
4,194 

4,066 
3,893 

3,761 
3,572 

3,457 
3,404 

3,314 

（人）

※各年度４月１日現在

【過去１０年間の職員数の推移（知事部局）】

▲447人

▲1,143人

〈新行財政改革大綱〉

（年度）

Ⅲ 県組織の見直しによる業務執行体制の整備③
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進①

重点施策への積極的な予算配分

 事務費や施設運営費等の経常的経費や人件費の縮減を図りつつ、既存事業
の見直しによる選択と集中を図ることにより、重点施策に対して、積極的に予算
配分

平成２３年度
当初予算

平成２４年度
当初予算

政策予算 ２，９６９億円 ２，９８５億円

重点施策 ６８９億円 ７２９億円

割 合 ２３．２％ ２４．４％

①秋田の成長に向けた取組の加速化

②安全・安心の確保と脱少子化の取組

③観光、文化、スポーツによる秋田の元気創出

④経済・雇用対策

⑤次代を担う人材育成のための教育環境の整備

⑥市町村、民間等との協働による地域活性化
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

【給与等の最近の見直し状況①】

内 容 期 間

給料の臨時的減額
（財政改革の一環）

△２％～△４％（給料月額）
△１６％（管理職手当）

平成１９年１１月～平成２２年３月

給料の臨時的減額
（経済・雇用対策事業の財源）

△１．５％～△７％（給料月額）
平成２４年１１月

～平成２６年１０月

給料の臨時的減額
（国の要請に基づく減額）

△４．７７％～△９．７７％（給料月額）
平成２５年７月～平成２６年３月
（この間、上記の措置に代えて実施）

退職手当の見直し 支給水準を段階的に引き下げ 平成２５年度～

管理職手当の見直し
平均△１２％
支給対象の職を縮小
支給対象であるスタッフ職の人数を縮減

平成２２年度～

〔一般職〕

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進②
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

【給与等の最近の見直し状況②】

内 容 期 間

給料の臨時的減額

△１％～△５％
△１５％～△２０％

平成１５年７月～平成１９年６月
平成１９年７月～平成２９年４月
（平成２４年１１月～平成２６年
１０月は△５％拡大）

期末手当の臨時的減額 △１５％～△２０％ 平成２１年６月～平成２８年１２月

退職手当の臨時的減額 △１０％～△１５％ 平成２５年３月１５日現在在任者

議員報酬の臨時的減額
△１％～△５％
△５％

平成１５年７月～平成１９年９月
平成１９年１０月～平成２７年４月

〔知事等常勤特別職及び教育長〕

〔議員〕

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進③

1,406億円（平成21年度） → 1,330億円（平成25年度）
※ 当初予算ベース（退職手当を除いた人件費）

19

４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進④

人件費の縮減
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1,400
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1,600

1,700

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

1,658 
1,609 1,603 

1,521 1,502 

1,431 
1,406 1,392 1,395 

1,369 
1,330 

（億円）

【過去１０年間の人件費の推移（退職手当を除く。）】
〈新行財政改革大綱〉

（年度）
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４ 新行財政改革大綱の主な取組と成果

Ⅳ 選択と集中による財政運営の推進⑤

プライマリーバランスの黒字確保

 県債の発行抑制に努めてきた結果、臨時財政対策債を除いたプライマリーバラ
ンスは黒字を確保

23

230 205

83 113 87

222

302 315
274

▲ 475

▲ 115
▲ 52

▲ 133
▲ 66

▲ 134

▲ 258 ▲ 244

▲ 55 ▲ 47

-600
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-200

0

200

400

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（億円）

臨時財政対策債を除く 臨時財政対策債を含む

【過去１０年間のプライマリーバランスの推移】

※ 各年度決算額。
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５ 行財政運営の課題

人口減少・少子高齢社会に対応した地域づくり①

124 107 93 81 71 64 58 

641
572

510
460

418 379 335

321
344

357
353

339
321

306

1,086 
1,023 

959 
893 

827 
763 

700 

0

250

500

750

1,000

1,250

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52

（千人） 【本県の人口の推移（推計）】

65歳以上

（老年人口）

15歳～64歳

（生産年齢人口）

15歳未満

（年少人口）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」
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５ 行財政運営の課題

人口減少・少子高齢社会に対応した地域づくり②

43.8 

42.1 

41.0 

39.5 

37.2 

33.7 

29.6 

47.9 

49.6 

50.5 

51.5 

53.2 

55.9 

59.0 
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9.0 

9.7 

10.5 

11.4 

0% 25% 50% 75% 100%

H52

H47

H42

H37

H32

H27

H22

【本県の年齢３区分別人口割合の推移（推計）】

65歳以上（老年人口） 15歳～64歳（生産年齢人口） 15歳未満（年少人口）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」

▲１１．１ポイント
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５ 行財政運営の課題

人口減少・少子高齢社会に対応した地域づくり③

県

市町村

ＮＰＯ企業・団体

県民
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５ 行財政運営の課題

急速に進展するICTの活用①

64.3 66.0
70.8 72.6 73.0 75.3 78.0 78.2 79.1 79.5

7,730 7,948 
8,529 8,754 8,811 
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20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

【インターネットの利用者数及び人口普及率の推移（全国）】

世帯普及率 利用者数

（万人） （％）

（出典）総務省「平成25年版 情報通信白書」

（年末）
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５ 行財政運営の課題

急速に進展するICTの活用②

94.4 92.2 90.0 91.3
95.0 95.6 96.3

93.2 94.5 94.5

78.2 77.5
80.5 80.8

85.0 85.9 87.2
83.4

77.4 75.8

9.7

29.3

49.5

7.2 8.5

15.3

0

20

40

60

80

100

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

【情報通信端末の世帯保有率の推移（全国）】

携帯電話またはPHS

パソコン

（再掲）スマートフォン

タブレット型端末

（％）

（出典）総務省「平成24年通信利用動向調査」

（年末）
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５ 行財政運営の課題

収支不足への対応①

10,850 

10,622 

10,417 
10,334 

10,221 
10,133 

9,912 

9,609 

9,294 

9,020 

8,000

9,000

10,000

11,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（億円）
【臨時財政対策債を除いた県債残高の推移】

（年度）
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５ 行財政運営の課題

収支不足への対応②

5,954 5,973 

5,848 5,855 
5,901 

5,848 5,820 

6,027 
6,062 

5,941 5,955 
6,006 

5,956 5,957 

▲ 73
▲ 89 ▲ 93 ▲ 100 ▲ 105 ▲ 108

▲ 137

▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

5,500

5,750

6,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【本県財政の中期見通し（平成２５年６月試算） 試算① ～経済成長率 ３．０％～】

歳入

歳出

財源不足額

（年度）

5,954 5,973 

5,837 5,833 
5,876 

5,804 
5,761 

6,027 
6,062 

5,937 5,943 
5,992 

5,929 5,927 

▲ 73
▲ 89

▲ 100 ▲ 110 ▲ 116 ▲ 125

▲ 166
▲ 200

▲ 150

▲ 100

▲ 50

0

5,500

5,750

6,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【本県財政の中期見通し（平成２５年６月試算） 試算② ～経済成長率 １．５％～】

歳入

歳出

財源不足額

（年度）

（億円）

（億円）
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５ 行財政運営の課題

収支不足への対応③

552 
579 

603 
628 

653 
680 

708 

9.2%

9.6%

10.1%

10.5%

10.9%

11.4%

11.9%

8.0%

8.5%

9.0%

9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

11.5%

12.0%

12.5%

500

550

600

650

700

750

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【本県財政の中期見通し（平成２５年６月試算）】

～社会保障関係経費の推移～
（億円）

※ 各年度当初予算額。平成25年度は6月補正後。パーセントは歳出に占める社会保障関係経費の割合（試算①の場合）。
（年度）
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５ 行財政運営の課題

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

4,457 

4,359 
4,272 

4,194 
4,066 

3,893 

3,761 
3,572 

3,457 
3,404 

3,314 

（人）

※各年度４月１日現在

【過去１０年間の職員数の推移（知事部局）】

▲447人

▲1,143人

〈新行財政改革大綱〉

（年度）

人材育成と組織力の向上①



30

５ 行財政運営の課題

人材育成と組織力の向上②

派遣先 職 種 人 数 業 務 内 容

岩手県（９人） 事 務 ２人 災害復旧業務等の支援 （行政事務）

土 木 ２人 災害復旧事業の支援 （道路・河川事業等）

林 業 ２人 同 上 （林道等）

農 業 土 木 ３人 同 上 （農地、漁港施設）

宮城県（１７人） 土 木 １１人 同 上 （道路・河川事業等）

建 築 ２人 同 上 同 上

電 気 １人 同 上 同 上

農 業 土 木 ３人 同 上 （農地）

福島県（６人） 事 務 ４人 災害復旧業務等の支援 （行政事務）

農 業 土 木 ２人 災害復旧事業の支援 （農地）

計 ３県 ６職種 ３２人

 上記のほか、教育庁において災害復旧事業の支援（埋蔵文化財調査）のため、岩手県及び宮城県教
育委員会に対して、計３名の文化財専門職員を派遣。

【被災地への職員の長期派遣の状況（知事部局）】
（平成25年11月1日現在）
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５ 行財政運営の課題

人材育成と組織力の向上③

岩手県

４９人
（２３世帯）

宮城県

２６６人
（１２８世帯）

福島県

７９４人
（３０４世帯）

その他

８人
（３世帯）

【秋田県内への避難者受入状況】

計

１，１１７人
（４５８世帯）

（平成２５年１１月１日現在）
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６ 今後の行財政改革の基本的方向性

基本理念

人口減少・少子高齢社会における地域づくりや元気創造プランに基づく政策

の着実な実行を支えるとともに、県民の満足度を高めていくため、引き続き、

量と質の両面から行財政改革に取り組み、自立する秋田を目指して「チーム

秋田」による県政運営を推進します。

33

６ 今後の行財政改革の基本的方向性

県
民
や
市
町
村
と
の
協
働
・
連
携

行

政

の

質

と
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政

運

営

Ⅰ ⅢⅡ

改革の３つの柱
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６ 今後の行財政改革の基本的方向性

県
民
や
市
町
村
と
の
協
働
・
連
携

Ⅰ

改革の３つの柱①

人口減少・少子高齢社会における地域づくりを支えていく

目 的

取組内容

県民や市町村との協働・連携、サポート等

35

６ 今後の行財政改革の基本的方向性

行

政

の

質

と

効

率

の

向

上

Ⅱ

改革の３つの柱②

県民の満足度を高めていく

目 的

取組内容

人材育成
組織・県有施設の運営主体の見直し
ＩＣＴの活用 等
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６ 今後の行財政改革の基本的方向性

健

全

な

財

政

運

営

Ⅲ

改革の３つの柱③

財政面から政策の着実な実行を支えていく

目 的

取組内容

一層の歳入の確保、コスト縮減の徹底、財政規律の確保等

37

７ 実施期間・推進体制

実施期間

推進体制

 平成２６年度から平成２９年度までの４年間

秋田県
行財政改革
推進本部

（本部長：知事）

 取組実績について、毎年度、県民に公表

 秋田県行財政改革推進委員会からの提言
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民参加の推進と情報発信力の強化①

テーマ：『地域の伝統・文化を活かしたまちづくり』
（平成２５年７月、秋田市）

テーマ：『自然と調和したまちづくり
～エコリサイクルの先進地を目指して』

（平成２５年７月、大館市）

テーマ：『６次産業化の取組と
さらなる推進に向けて』

（平成２５年７月、羽後町）

平成２５年度 知事と県民の意見交換会
「みんなでかだる”あきたびじょん”」

 県民参加型の行政を推進し、県民の意見を各種計画の策定、施策等の推進等に

反映させるため、県民との対話を進めます。

県民との対話の推進

39

８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民参加の推進と情報発信力の強化②

 政策形成過程への県民参画を促進し、県民の意見を各種計画の策定、施策等の

推進に反映させます。

政策形成過程への県民参画の促進
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民参加の推進と情報発信力の強化③

 伝わる広報を推進し、県民との県政情報の共有化を図ります。

秋 田 県 広 報 推 進 指 針

 活動プラン１ 「広報媒体の特性を活かした情報発信」
各種広報媒体の活用方法を見直し、有効かつ効果的な活用を検討します。

 活動プラン２ 「パブリシティ（報道機関を活用した広報）の有効活用」
パブリシティマニュアルを作成し、各部局職員が積極的、効果的にパブリシティを活用できる

環境を整備します。

 活動プラン３ 「双方向のコミュニケーションの強化」
県民と双方向のコミュニケーションができる仕組みを強化します。

 活動プラン４ 「効果的な情報発信の仕組みづくり」
既存の広報や情報発信の手法を見直し、各種計画・施策等の中で広報が担うべき役割を考

え、効果的でタイムリーな情報提供につながるよう広報業務をマネジメントします。

 活動プラン５ 「職員の意識改革」
広報広聴課職員をはじめ、全ての県職員が広報パーソンであるという意識を持って業務に

あたるよう意識改革を進めます。

県民への広報の充実
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民参加の推進と情報発信力の強化④

 「あきた県庁出前講座」により、県の施策や事業を分かりやすく説明します。

県政全般
県の施策

情報、防災
ＮＰＯ、税

少子化対策
国際理解

観光、食品

交通、文化

スポーツ

福祉、子育て

健康、医療

教育施策
特別支援教育

生涯学習
社会教育

芸術、文化
文化財保護

防犯

犯罪被害

交通安全

農業、畜産

漁業、林業

青少年健全育成
防犯

消費者生活
男女共同参画

環境、衛生

経済、雇用

エネルギー

まちづくり

空港、港

住まい

県民への広報の充実



42

８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民参加の推進と情報発信力の強化⑤

 リアルタイムでの対応が求められる情報を多様な広報ツールでタイムリーに発信
します。

 秋田ゆかりの方々への情報発信を通じて秋田の良さをＰＲします。

情報発信力の強化
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民との協働・連携①

 多様な主体との適切な役割分担の下、協働による取組を一層推進します。

ＮＰＯ

地域
コミュニティ

大 学

県人会

多様な主体との協働の推進



44

８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民との協働・連携②

 公共スペースの環境美化や維持管理について、地域住民や関連企業などが協働

で行う取組を推進し、快適な生活環境とコミュニティを創出します。

多様な主体との協働の推進
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

県民との協働・連携③

 職員による多様なボランティア活動を推進するほか、地域貢献活動に職員が率先

して取り組む環境を側面から支援します。

県庁除雪ボランティア隊

県職員スポーツボランティアチーム

みんなでクリーンアップ作戦

多様な主体との協働の推進
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

市町村との協働・連携①

 秋田県市町村未来づくり協働プログラムを推進し、地域の重要課題及び県の重

要課題の解決を図ります。

秋田県市町村

未来づくり協働プログラム

 重要な地域課題を解決するため

に市町村が提案したプロジェクト

について、企画段階から実施、

フォローアップまで、県と市町村

が協働で推進。

 プロジェクトを実施する市町村に

対し、「あきた未来づくり交付金」

を交付し、プロジェクトを促進する

取組。

－各市町村のプロジェクト（～平成２５年５月）－

• スキーと駅伝のまち“賑わい創出”プロジェクト（鹿角市）

• 県都秋田市食と農業未来づくりプロジェクト（秋田市）

• 資源活用型ゆざわ地域づくり推進プロジェクト（湯沢市）

• 県南地域における多様な交流推進による美郷活性化プロジェクト（美郷町）

• 明治百年通りにぎわい創りプロジェクト（小坂町）

• 元気と安心で幸せを実感できるまちづくりプロジェクト（五城目町）

• 藤里町『白神』ブランド化プロジェクト（藤里町）

• 雪と共生する東成瀬“仙人郷”創造プロジェクト（東成瀬村）

• まるごと森吉山観光振興プロジェクト（北秋田市）

秋田県・市町村未来づくり協働プログラムの推進
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

市町村との協働・連携②

 秋田県・市町村協働政策会議において、県と市町村が双方向で政策等の提案を
行い、対等な立場で議論し、県及び市町村が協働で取り組むべき政策、施策、事
業等に関する合意形成を図ります。

－第１回総会（平成２５年５月）－

• テレビ（データ放送）を利用した住民情報サービスについて（市町村提案）

• 今後の県内地域公共交通の在り方を検討する協議会等の設置について（市町村提案）

• 県と市町村の協働による自主防災組織の組織率向上と活動活性化について（県提案）

• 人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会（仮称）について（県提案）

• 情報集約配信システム構築による災害関連情報の集約・共有化について（県提案）

－第２回総会（平成２５年１１月）－

• 「２０２０東京オリンピック・パラリンピック」等の開催に向けた事前合宿誘致活動などへの取組の推進に

ついて（市町村提案）

• 地域包括ケアシステムの構築に向けた医療・介護・福祉の連携強化について（県提案）

• がん検診受診率の向上に向けた取組について（コール・リコール事業の全県的展開）（県提案）

秋田県・市町村協働政策会議の運営

提案事項（平成２５年度）
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８ 主な取組 －県民や市町村との協働・連携－

市町村との協働・連携③

 将来の人口減少社会においても支障なく住民サービスが提供できる行政体制を

構築します。

〈趣 旨〉

• 将来の人口減少社会においても、市町村同士

や県と市町村の連携により、住民サービスの水

準を確保できる行政システムを構築するため、

県と市町村の有する行政資源の効果的・効率

的な活用策について、県と市町村が共同で研

究する。

〈活動状況〉

• 第１回総会を開催し、研究会を設立。研究方針

等を決定（７月）

• ｢人口減少社会に対応する行政運営のあり方に

関する調査｣を実施（７月～９月）

• 第２回総会を開催し、今年度中にモデル的に連

携方策の検討を進める業務（モデル業務）とし

て、「電算システムの共同化」と「道路・橋梁の

維持管理」を選定（１０月）

人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県民サービスの維持・向上①

 情報通信技術（ＩＣＴ）の活用により、行政サービスの充実・拡大を図ります。

出典：社会保障・税番号制度について
（平成２５年８月、内閣官房社会保障改革担当室）

情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した行政サービスの充実・拡大
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県民サービスの維持・向上②

 指定管理者の評価などを通じて、公共施設のサービス改善を図ります。

76.7

79.8

82.8

86.0

79.0
80.0

82.0

70

80

90

H20（参考） H21 H22 H23

【公共施設顧客満足度の推移】

実績 目標（％）
 次の４つの観点から、指定管理者による１次

評価と県による２次評価を実施し、その結果

を公表。

指定管理者制度導入施設の評価

① 利用目標の達成状況

② 利用者満足度の状況

③ 管理運営体制の状況

④ サービス向上に向けた取組の実施状況
（年度）

公共施設のサービス改善の推進
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県民サービスの維持・向上③

 各種の制度、法律等に地方の意向を反映させるため、国への要望を行います。

制度や手続の見直し
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県民サービスの維持・向上④

 総合的な防災対策の推進により、地域防災力の強化を図り、大規模、複雑・多様

な災害にも対応します。

1. 最大規模の災害への対応を考慮

2. 自主防災組織やＮＰＯ、住民等、多様な主体の参画による地域防災力の向上を目指す

3. 減災の視点を取り入れる

4. 女性の視点を取り入れる

最近の災害等を踏まえた
防災対策の見直し

地域防災計画見直しの３つの柱

東日本大震災を踏まえた
地震・津波対策の抜本的強化

大規模広域災害時における
被災者対応等の強化

見直しに当たっての留意点

地域防災力の強化
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県民サービスの維持・向上⑤

 平常時からの備え（業務継続計画）により、非常事態発生時においても、県民

サービスへの影響の最小化を図ります。

【業務種別の発災後の業務量推移イメージ】

（業務継続計画の導入前） （業務継続計画の導入後）

出典：地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説 第１版【解説】（平成２２年４月、内閣府（防災担当））

業務継続体制の整備
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

職員の意識改革と能力向上①

研修目標

※ 秋田県研修基本計画（平成２３年３月）

 研修成果の業務への反映について事後チェックを行い、より効果的な研修実施に

努めます。

役職段階別研修
新規採用職員、３年目職員、中堅職員、役付職員、管理監督職員、課長級職員、人事評価者

特別研修
「意識・知識・見識」実践研修

能力開発研修
政策形成スキル、実務能力スキル、コミュニケーションスキル

研修体系（平成２５年度）

１ 常に自らを律し､県民に奉仕する姿勢で臨む職員の育成

２ 役割に対応した能力を備える職員の育成

３ 自ら考え、行動する職員の育成

職員研修の充実と業務への反映
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

職員の意識改革と能力向上②

政策形成スキル 実務能力スキル コミュニケーションスキル

基
礎
科
目

• ロジカルシンキング

• 地域づくりに活きるワークショップ

企画・運営法

• 発想力・創造力向上

• 企画立案能力向上

• 民法基礎
• 行政法基礎
• 法制執務基礎
• 地方財政
• 行政に活かせる経済知識
• タイムマネジメント
• 業務改善につながるマニュアル作成
• 実践文章力
• リスク認識力向上

• クレーム対応力Ⅰ

• 折衝力・交渉力向上

• 住民満足とコミュニケーション

• メンタルヘルス・ケア法Ⅰ

• プレゼンテーション技術

応
用
科
目

• 政策形成
• クリティカルシンキング
• 問題解決力向上
• 意思決定能力向上
• マーケティング力向上
• ＮＰＯ体験
• 民間体験

• すぐに使える政策法務

• 企業と自治体の財務の見方

• 業務改善

• クレーム対応力Ⅱ

• コーチング

• メンタルヘルス・ケア法Ⅱ

• ファシリテーション

能力開発研修（平成２５年度）

 幅広い職階の職員を対象に能力開発のための研修受講を促します。

職員研修の充実と業務への反映
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

公正性・透明性の向上①

 適正な公共調達を行うため、価格と品質で総合的に優れた調達手法として総
合評価落札方式に取り組むほか、予定価格の事後公表のモデル的試行を通じ
て、入札契約制度のより適切な運用に努めます。

総合評価落札方式

 「価格のみの競争」から、「価格と品質で総

合的に優れた調達」への転換を図るための

落札方式。

 価格と価格以外の要素（技術提案や技術

的能力）を総合的に評価。

予定価格の事後公表

 県発注工事の品質確保に対する有効性な

どを検証するため、予定価格の事前公表を

行わず、事後公表のみとする試行を実施。

対 象 試行対象工事（２５年度）

適正な公共調達の推進

〈建設工事〉
予定価格４，０００万円以上

〈建設コンサルタント業務〉
予定価格５００万円以上

〈一般土木工事〉
請負対応額４，０００万円以上

〈ほ装工事〉
請負対応額２，０００万円以上
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

公正性・透明性の向上②

 職員の再就職に関する情報の公開や営利企業への再就職制限等により、再就

職に関する透明性を確保します。

 退職時に本庁課長相当職以上の職にある職員
は、退職後２年間は、退職前５年間に在籍して
いた県の機関と密接な関係にある営利企業に再
就職することを自粛。

 退職前５年間に在職した県の機関と密接な関係
にある営利企業に再就職した職員であった者
は、退職後２年間は、県への営業活動等を自
粛。

 再就職する者の給料（報酬）の額は、退職する時の給料の額の３分の２を超えないものとする。ただし、
勧奨による早期退職等で必要がある場合は、この限りではない。

 再就職した者が退職をする場合の退職金、功労金等については、その名称を問わず支給しない。

職員の再就職に関する透明性の確保

再就職に関する主な取扱
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

組織としての業務遂行能力の向上①

 事務の簡素化・迅速化、業務改善、職員間の情報共有などにより、業務の効率的

な推進を図ります。

廃 止

民間委託

縮小・効率化 等

事務事業の見直し

庁内会議
の効率化

執務環境
の改善

事務ミス
の防止

業務改善

ｅｔｃ

情報通信技術（ＩＣＴ）の活用

業務改善の推進
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

組織としての業務遂行能力の向上②

 業務の円滑な遂行を図るため、職員間のコミュニケーションの充実を図ります。

 あいさつの励行など、県民への丁寧な接遇態度の向上を図ります。

始 業 時

朝 礼 後

• 所属全体で朝のあいさつを行い、

業務進行について確認

• 班単位でのミーティング＝「朝コミ」により、各職員のスケジュールや

業務の進捗状況について情報共有

あ
い
さ
つ
の
励
行

県
民
へ
の
丁
寧
な
対
応

業務改善の推進
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

組織としての業務遂行能力の向上③

 政策の評価結果がより有効に施策に反映されるよう評価の手法等を見直すととも

に、より県民にわかりやすい評価になるように改善します。

政策評価制度

目 的 • 成果を重視した効率的な行政の推進
• 県民に対する説明責任の徹底による透明性の高い行政の推進

特 徴 • 条例に基づき各実施機関がそれぞれ評価を実施するシステム
• 計画の進行管理と一体となったシステム
• 外部の視点を取り入れ評価の客観性を確保するシステム
• 県民意見等を評価に反映させるシステム
• 評価結果など評価に関する情報を積極的に公表するシステム

成 果 • 政策評価及び施策評価の結果を「ふるさと秋田元気創造プラン」をはじめとする県政全
般の進行管理に活用。

• 事業評価を次年度の事業内容や事業量の見直し及び予算要求に当たっての事業の優
先度の判定等に反映し、予算要求・予算編成の資料として活用。

政策評価制度の見直し
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

時代の変化に対応する県庁組織の見直し①

 職員の年齢構成バランスを考慮し、新規採用数の平準化を図りながら簡素で効

率的な行政運営を進めます。

知事部局職員構成(平成25年4月）
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職員数の適正管理
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

時代の変化に対応する県庁組織の見直し②

 時代のニーズや課題を踏まえ、組織再編による指揮命令系統の効率化や柔軟な

組織の設置により、適正な業務執行体制を整備します。

本庁の部局

 観光文化スポーツ部の創設（平成２４年度）
 総務部と企画振興部の統合と分離（平成１７年度、平成２２年度）
 知事公室の創設と廃止（平成１７年度～平成２１年度）
 学術国際部の創設と廃止（平成１７年度～平成２１年度）
 農林水産部の設置（平成１４年度）

本庁の各課
 特定課題に対応するスタッフ職の新設（主に平成１７年度～）
 各課の総務担当の集約及び総務事務センターの創設（平成１６年度）
 班制の導入（平成１１年度）

そ の 他
 大学及び病院の独立行政法人化（平成１８年度、平成２１年度、平成２２年度）
 出先機関の再編（平成１５年度）

これまでの主な組織改正

行政課題に対応した組織体制の構築
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県の役割の見直し①

 民営化やターミナルビルの第三セクター改革により、秋田空港の経営改革と

活性化を図ります。

県有施設の管理運営形態の見直し

63
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県の役割の見直し②

法 人 名 目 的

公立大学法人国際教養大学

（平成１６年４月１日設立）

• 外国語の卓越した運用能力、豊かな教養及びグローバ
ルな知識を身につけた実践力ある人材を養成し、地域社
会及び国際社会の発展に貢献するため、大学を設置し、
及び管理する。

公立大学法人秋田県立大学

（平成１８年４月１日設立）

• 次代を担う有為な人材を育成するとともに、文化及び学
術の向上並びに産業の発展に貢献するため、大学を設
置し、及び管理する。

地方独立行政法人秋田県立病院機構

（平成２１年４月１日設立）

• 医療の提供、医療に関する調査及び研究等を行うことに
より、秋田県の医療政策として求められる高度専門医療
を提供し、並びに県域における医療水準の向上を図り、
もって県民の健康の維持及び増進に寄与する。

地方独立行政法人秋田県立療育機構

（平成２２年４月１日設立）

• 秋田県の政策として求められる療育の提供、療育に関す
る調査研究等を行うことにより、秋田県療育の拠点として、
県域における療育水準の向上を図り、もって子どもたち
の発達と障害児・者福祉の増進に寄与する。

 地方独立行政法人の効率的・効果的な運営を促進します。

地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

県の役割の見直し③

 第三セクターのあり方や県の関与についての見直しを行うとともに、経営健全化

に向けた適切な指導を行います。

 県の出資等比率２５％以上の法人について、法人運営を健全性、発展性、収益性（株式会社のみ）
及び効率性の観点から、主要な経営指標に基づき分析。

 経営目標の達成状況に、次の視点も考慮して、評価。
① 連続赤字になっていないか。
② 累積損失はないか。
③ 巨額の負債等により将来の経営に支障を来す要因はないか。

公認会計士による経営評価

平成１４～１６年度 第三セクター整理合理化指針（対象２７法人）

平成１７～１９年度 第２次第三セクター整理合理化指針（対象２６法人）

平成２０～２２年度 第３次第三セクター整理合理化指針（対象２３法人）

平成２３～２５年度 第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画（対象３６法人）

平成２６～ （平成２５年度中に策定）

これまでの取組

第三セクターの見直し
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

教育環境の向上①

 ライフステージに応じた研修により、教員の資質能力の総合的な向上を図ります。

研修講座編成（平成２５年度）

教育環境の向上
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８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

教育環境の向上②

 教育専門監の認定者の拡充を図り、その一層の活用を図ります。

教育専門監

目 的 ◎ 教科指導又は部活動指導等に卓越した力を有する教員の資質能力を活用して、学校

の教育力を高める。

活 動 小・中学校 県立学校

 配置校を中心とした地域の小・中学校を

兼任

 本務校及び兼任校でのティームティーチ

ングによる授業実践

 自らの教育実践の公開

 勤務市町村内における各種研修会等の

講師

 県内の小・中・高等学校の要請に応じて、

授業や部活動指導等に関する助言、研

修会等の講師

 特別支援教育は、児童生徒の実態把握、

保護者からの相談などにも対応

教育環境の向上



68

８ 主な取組 －行政の質と効率の向上－

教育環境の向上③

 学校規模の適正化を図り、生徒一人ひとりの自立を目指す特色ある学校づくりを

推進します。

角館地区統合高等学校

角館高等学校
角館南高等学校

県北地区定時制基幹校

大館鳳鳴高校に併設

大館地区統合高等学校

大館桂高等学校
大館高等学校

大館工業高等学校

第六次秋田県高等学校総合整備計画

（平成２３年度～平成２７年度）

教育環境の向上
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

県債発行の抑制

 県債発行総額の抑制によりプライマリーバランスの黒字を継続します。
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【県債（歳入）の中期見通し（平成２５年６月試算）】

予算額

伸率

※ 25年度は6月補正後

（億円） （％）

（年度）

県債発行の抑制
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

財政二基金の残高確保

101 113 110 88 87 96 119 123 123 127 123

459
379 380

346
269 280 248 214 207 225

178

205

151 151

91

0
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H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

【財政基金残高の推移】

地域振興事業基金

減債基金

財政調整基金

（年度）

（億円）
地域振興事業基金は平成１９年度末で廃止
２４年度までは実績額、２５年度は当初予算ベースの見込み額

 災害発生時や緊急時等に必要となる財源を確保し、安定的な財政運営を推進し

ます。

財政二基金の残高確保
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

歳入の確保①

851 855 878 887 
1,023 962 

817 785 764 784 

99.02 99.27 99.16 99.21 99.02 99.07 98.93 99.12 99.19 99.27
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96

97

98

99

100

500

750

1,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

【県税収入率の推移（現年課税分）】

収入額

収入率

（年度）

 適切な滞納整理、納税機会の拡大により県税の収入率の向上と未収額の圧縮を

図ります。

（億円） （％）

769 780
825

863
912 929 945

769 780 817 847
887 894 901

500

750

1,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【県税（歳入）の中期見通し（予算額）】

経済成長率3.0％

経済成長率1.5％

（億円）

（年度）

県税に係る収入率の向上と未収額の圧縮
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

歳入の確保②

25.0 26.5 27.7 29.3
36.8

46.5

58.8 60.2 62.2 62.2

2.8 2.8 3.1

10.4

10.6

13.3

3.7 3.7 1.2 1.8

27.7 29.3 30.8

39.7

47.4

59.8
62.6 63.8 63.4 64.0

20

30

40

50

60

70

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（億円）
【税外未収金の推移】

現年度分

過年度分

（年度）

 適切な債権管理により、税外未収金の抑制を図ります。

税外未収金の管理・回収の強化

８ 主な取組 －健全な財政運営－

歳入の確保③

 県有資産の売却・貸付、広告事業、ふるさと納税など多様な収入を確保します。

多様な収入の確保
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

歳入の確保④

18.1
17.0 17.0

16.0
15.2 15.4 15.8

17.2
18.8

10

12

14

16

18

20

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（兆円） 【地方交付税の交付額の推移（全国）】

（年度）

 地方交付税の財源調整機能、財源保障機能の強化に向け、全国知事会等を通じ

て、地方交付税等の総額確保を求めます。

（出典）地方財政白書（総務省）。金額は都道府県と市町村の合計額。

地方交付税の総額確保の要望

８ 主な取組 －健全な財政運営－
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人件費
23.11%

公債費
15.87%

物件費
2.98% 扶助費

1.14%維持補修費
0.39%一般補助投資事業費

8.26%
一般単独投資事業費

6.57%
災害復旧補助事業費

0.48%

災害復旧単独事業費
0.08%

国直轄事業負担

金
1.65%

繰出金
0.62%

その他行政経費
38.85%

【平成２４年度歳出決算額性質別構成（一般会計）】

 職員数の適正化や教員の適正配置などにより、人件費を縮減します。

コストの縮減①

人件費の縮減

歳出決算額
6,184億726万円

（100%）
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

コストの縮減②

 県有資産の最適管理（ファリシリティマネジメント）を推進し、県有資産の利活用推

進と総量縮減を図ります。

低・未利用の県有資産
（土地、建物）

利活用可能な資産 余剰資産

 集約化、用途変更、市町村との共同利用  売却、解体、貸付

総量縮減による資産のスリム化、管理経費の縮減

経常的経費の縮減
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

コストの縮減③

 県有施設におけるエネルギーの効率的な利用の推進により、エネルギー使用量
の削減を図るほか、情報システムの統合を進め、導入経費や維持管理経費の縮
減を図ります。

ＥＳＣＯ（エスコ）事業

 秋田ふるさと村、県立総合プールなど

省エネルギー改修

 産業技術センター

照明のＬＥＤ化

 自治研修所、県立スケート場など

電力監視装置の整備

 地域振興局庁舎など

○○
システム

○○
システム

○○
システム

○○
システム

○○
システム

○○
システム

共通基盤へ統合

情報システム
全体最適化

県有施設の
省エネルギー

経常的経費の縮減
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８ 主な取組 －健全な財政運営－

コストの縮減④

～１９５８ 年に架設された橋～

 公共施設等の効率的な維持管理により、既存施設の延命化、ライフサイクルコス

トの縮減を図ります。

建築物、土木施設の
老朽化が進行

計画的かつ効率的な維持管理

耐用年数の延伸
更新時期の平準化

補修・更新費用の最小化

長寿命化施策の推進

投資事業の重点化と長寿命化施策の推進


